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フーコー（Michel Foucault）のコレージュ・ド・フランス 1977-78 年度講義『安全・






































保健福祉社会の構築～パートナーシップによる保健福祉のまちづくりを目指して～」（1997 年 9 月）
を挙げている（今村  2011）。  
3 
 
第 2 章 統治性／統治性研究とは何か 
 






（Burchell, Gordon, and Miller 1991）を挙げて、「統治性に関する問題設定は……






2000 年頃から若干の講義や論文が紹介されるようになり（ex. 石田 2000; 松畑 2001）3、
2000 年代後半のフーコーの両年度の講義集成を経て、2010 年代後半に至って相次いで、
ウィリアム・ウォルターズ（William Walters）（2012=2016）、ニコラス・ローズ
（ Nikolas Rose ）（ 1999a=2016 ） や ウ ェ ン デ ィ ・ ブ ラ ウ ン （ Wendy Brown ）
（2015=2017）などの著作が刊行される状況になっている。 

















15(3)）が 1987 年に発表されている。 
4 この点については、例えば真島（2020:316）などを参照されたいが、フランスのガリマール社から








































6 この観点に立つ日本の代表的論者の 1 人として、新自由主義を「『公共縮小―市場拡大』（less state, 









































































































































































































































































































































的」な実践であることを提示した、ペリエール（Guillaume de La Perrière）の 16 世紀
半ばのテキストを挙げている（Foucault 2004a=2007b:115–16）。そして宗教改革から
三十年戦争を経てヴェストファーレン条約締結に至った 17 世紀にかけて、中世ヨーロッ

















































































































































































































































































































































































する」（Foucault 2004a=2007b:436）ような新たな統治性、これが 2 節で述べた統治性
の第三の用法にあたる自由主義統治性である。 
 
27 したがってフーコーにとって自由主義とは、「17 世紀および 18 世紀初頭における権威的な統治」を
「より寛容でより弛緩したより柔軟な統治へと移行」させたものでも、「自由の分量」を「18 世紀の初
































































































































考え方」に由来するものの、共に「19 世紀さらには 20 世紀におけるヨーロッパの自由
主義を特徴づけ」るものと位置づけて（Foucault 2004b=2008:52）31、相互に異質では
 
30 フーコーは 2 か年度にわたる統治性講義の最終回（Foucault 2004b=2008:359–90）をこのテーマに
充て、主にアダム・スミスと同時代の自由主義者アダム・ファーガソン（Adam Ferguson）のテキス
トに依拠しながら論及している。本論文での言及はその内容の一部にとどまるが 、詳しくは同講義のほ
か、中山（2010）の第 7 章第 2 節、箱田（2012）、重田（2018b）の第 16 章などを参照されたい。 























































































































































































































































































































































第 6 節 ロールバック新自由主義／ロールアウト新自由主義について 
 
本節では主としてフーコー以後の新自由主義統治性の動向を検討する。前節で触れたよ









































































































42 ロールバック新自由主義全盛の 1984 年にフーコーが死去した後、統治性研究は主にアングロ-サクソ
ン諸国のフーコーディアンに継承されていく。フーコーの母国フランスではなくアングロ-サクソン諸国
での研究が進んだ理由の一つとして、イギリスやアメリカをはじめとする同諸国で強力に推し進められ
















and Tickell 2002:384） 
 
つまり新自由主義には「破壊的モメントと創造的モメント（the destructive and 













































（ human capital ）や社会投資（ social investment）、アントレプレナーシップ



































































































































































































「峻厳な思いやり（compassion with a hard edge）」のフレーズのもとで、ゼロ・トレ













































































































































































































Government から Big Society への転換を図る」（的場 2017:111）ことをうたう政策枠
組みである。このビッグ・ソサエティは理念レベルでは、同じ保守党ながら「社会など存
在しない」としていたサッチャー政権よりも、「（市民）社会の役割に焦点をあてている点










権威主義（late neoliberal authoritarianism）」と呼びうるものかもしれない（Peck and Theodore 
2019:262–63）。 






59 二宮元も 2008 年の金融危機を新自由主義の期を画すものとし、イギリスを例にとり、「サッチャー、
メージャーの保守党政権のもとで新自由主義改革が行われた 1980 年代～  90 年代前半」を第一期、


















の政府支出から社会的投資へのシフトなのである。メイ保守党政権のもとで 2018 年 8 月



































































































































































































































































































第 3 章 統治性転換と「新しい公共」概念の諸類型 
 










































































政 治 体 の
・エコノミー




















図における FS はファーストセクター、SS はセカンドセクター、TS はサードセクター




（市場）であれば、FS が SS/TS が担いうる領域にまで肥大化している現状を問題化し、



















































第 2 節 ロールバック新自由主義の「新しい公共」概念 
 
ロールバック新自由主義は、前章 6 節で述べたように、「アグレッシブな小さな国家化、




























































FS が SS/TS が公的サービスを担いうる領域にまで肥大化している現状を問題化し、「官






66 筆者はこの NPM の質的転換も、2 章 6 節で述べたロールバック新自由主義からロールアウト新自由
主義への転換に関わるあらわれの 1 つと考えている。 
64 
 












































まり「公共業務」について FS を縮小し SS/TS を拡大しようという路線であるという認
識をロールバック新自由主義と共有していると言える。しかしそれは、住民の動員・負担








































































きている以上（二宮 2010:47）、たとえ「市民や NPO の活動を側面から支援していくこ





































































た。このような FS が TS に優越してきた構造が「旧い公共」というべきものである。こ
の構造は 90 年代半ばから変化を見せているが、それを象徴する行政改革会議の「公共性
の空間」の持つ意義は明確ではない。よって「市民的公共性」を FS に対して、さらに






















小により TS ではなく SS の拡大を図ろうとする企図の表明が相対的に小さいと見なしう








































































































































FS―SS/TS の二元論に立たず、FS―SS―TS の三元論に立ち、特に TS に期待を寄せ
るロールアウト新自由主義の志向は、それでは参加型市民社会派とどのように異なるだろ
うか。筆者は、次の 2 つの点で区別できると考えている。 
それは第 1 に TS の捉え方の差異である。参加型市民社会派にとっての TS は 4 節でみ
たように、FS に対峙するものであり、法的政治的なものに基礎を置く領域であり、それ
を特徴づけるのは「言説」である。しかし以下に見るように、ロールアウト新自由主義に


















































「言説」が TS を TS たらしめる要件として位置付けられておらず75、それを通じて FS
や SS に「市民的公共性」を横溢させるといった観点も見られない76。このような TS の
捉え方の違いが、両ポジションの差異の第 1 である。 







































らでもある。松井は「私が A という学校、B という社会福祉法人、C という NPO に、そ
れぞれ 10 万円ずつ寄附すると確定申告時に約 5 万円ずつ還付される」ことになれば「私
























い公共』という統治改革」（松井  2014:233）においては、「日本の依存体質」（松井 




































































論文では次の 5 点から整理を試みる。その第 1 は「旧い公共」の問題がとりわけ国民の
FS への依存体質に求められている点である。これは前節で述べたように、ロールバック
新自由主義が批判した行政サービスの肥大化や非効率とも、参加型市民社会派による「官















する」者とされた（Foucault 2004b=2008:278）。市場の合理性が SS を超えて拡張され































いう学校、B という社会福祉法人、C という NPO に、それぞれ 10 万円ずつ寄附すると







































































































































そして第 5 は、「新しい公共」の目的が「この国のかたち」、つまり FS―SS―TS 総体
の再編に置かれていること、そこでは TS はもちろん SS も FS すらも変わるべきものと
されていることの含意である。前節で述べたように、ロールアウト新自由主義の「新しい













































係についての目的意識を持った構築や統合」という「メタ調整」（Peck and Tickell 
2002:384）、言い換えればロールアウト新自由主義段階の統治性に適う FS´―SS´―TS´







































示 し て い な い と 見 な さ れ る 人 々 へ の 父 権 主 義 的 ・ 強 制 的 な 措 置 」（ Dean 
[1999]2010a:266）――が明示的でないことも挙げられよう 86。併せて「間接統治
（governed at a distance）」は、一般に「自律化と責任化を図る予算・監査・標準・ベ












接的介入が――実態としては直接的介入と変わらないものも含めて――行われており（cf. 結城 2010; 




第 4 章 「新しい公共（空間）」政策言説の分析 
 

















・「新しい形の『公共』」（内閣府「国民生活白書（平成 16 年版）」2004 年）88 

















空間」と「新しい公」が謳われた第 1 期（1997 年～）をロールアウト新自由主義が主調
を成した言説の形成期とし、「新しい公共空間」が謳われた第 2 期（2003 年～）をロー
ルバック新自由主義が主調を成した言説の隆盛期とし、「新しい公共」が謳われた第 3 期
（2009 年～）をロールアウト新自由主義が主調を成した言説の体現期とし、「共助社会」





けとなったもの、「新しい形の『公共』」は第 1 期を継承したもの、「公」は第 2 期の性格








行政改革会議「中間報告」（1997 年 9 月） 構成89 
はじめに 
Ⅰ 行政改革の理念と目標  
Ⅱ 内閣機能の強化  
１ 基本的な考え方  
２ 具体的措置  
Ⅲ 省庁の再編  
１ はじめに  
２ 省庁再編案  
３ 垂直的減量（アウトソーシング）のあり方について  
Ⅳ 審議会等  
１ 基本方針  
２ 具体的措置  
３ パブリックコメント制度の導入  
Ⅴ 公務員制度  
１ 改革の要点  
２ 主要な改革の視点と方向  
おわりに（最終報告に向けて） 
 
行政改革会議「最終報告」（1997 年 12 月） 構成 
はじめに 
Ⅰ 行政改革の理念と目標  
Ⅱ 内閣機能の強化  
１ 基本的な考え方  
２ 「内閣」の機能強化  
３ 内閣総理大臣の指導性の強化  
４ 内閣及び内閣総理大臣の補佐・支援体制の強化 
５ 内閣法制局、安全保障会議及び人事院  
Ⅲ 新たな中央省庁の在り方  
１ 基本的な考え方 
２ 省の編成  
３ 内部部局及び外局  
４ 新たな省間調整システム  
５ 評価機能の充実強化  
６ 審議会等  






８ 今後の検討課題（行政審判庁構想）  
Ⅳ 行政機能の減量（アウトソーシング）、効率化等  
１ 基本的な考え方  
２ 減量（アウトソーシング）の在り方  
３ 規制行政、補助行政等の見直し  
４ 組織の整理・簡素化、定員の削減  
Ⅴ 公務員制度の改革  
１ 基本的な考え方  
２ 主要な改革の視点と方向  
３ 中央人事行政機関のあり方  
Ⅵ その他  
１ 行政情報の公開制度  



















































































































(2)「21 世紀日本の構想」懇談会「報告書」（2000 年）…「新しい公」 
 
「21 世紀日本の構想」懇談会 
「日本のフロンティアは日本の中にある」（2000 年 1 月） 構成 
はじめに 
















Ⅳ．転換期を生かして 21 世紀を安心の社会に 
Ⅴ．安心とうるおいの社会の提案 
Ⅵ．おわりに 






































































































































































調とする「新しい公共（空間）」政策言説は、2004 年の「国民生活白書（平成 16 年版）」
における「新しい形の『公共』」の論調92に引き継がれるものの、「形成期」のまま一度主
 



























第 2 節 第 2 期：ロールバック新自由主義型言説の隆盛期（2003 年～） 
 
(1)第 27 次地方制度調査会「中間報告」「答申」（2003 年）…「新しい公共空間」 
 
第 27 次地方制度調査会 
「今後の地方自治制度のあり方に関する中間報告」（2003 年 4 月） 構成 
まえがき 





第 2 大都市のあり方 
１ 大都市に関する制度の現状と課題 
２ 今後における大都市制度のあり方 





第 27 次地方制度調査会 
「今後の地方自治制度のあり方に関する答申」（2003 年 11 月） 構成 
前文 





第 2 大都市のあり方 
１ 大都市に関する制度の現状と課題 
２ 今後における大都市制度のあり方 












2003 年 4 月の第 27 次地方制度調査会「今後の地方自治制度のあり方についての中間
報告」（本項内以下、「中間報告」）が初出となる「新しい公共空間」は、名称こそ「新し
い公」に類似しているものの、大森彌が指摘するように、それ以上に地方分権推進委員会
「最終報告」（2001 年 6 月）で示された、「公共社会」を引き継いだものと考えられる






























































さらに「答申」では「新しい公共空間」が、「地域自治組織」94と共に第 1 の「１ 地
方分権時代の基礎的自治体の構築」の項「(2) 住民自治の充実」に括られているが、「中
間報告」ではそうではなかったことにも注目したい。「中間報告」では「地域自治組織」







めの新しい仕組み」であったが（第 27 次地方制度調査会 2003a:11）、「答申」では「住


































5. ICT（Information and Communication Technology）の活用 
6. 議会 
 




























































































































































（本項内以下、「新指針」）は、「今後の行政改革の方針」（2004 年 12 月 24 日閣議決定）
を踏まえて策定された、その名の通り「各地方公共団体」に「より一層積極的な行政改革
の推進に努め」るように求めたものである（総務事務次官通知「地方公共団体における行
政改革の推進のための新たな指針の策定について（平成 17 年 3 月 29 日）」。「新指針」に








































































第 3 節 第 3 期：ロールアウト新自由主義型言説の体現期（2009 年～） 
 
(1)鳩山首相「173 回国会所信表明演説」（2009 年）・「174 回国会施政方針演説」
（2010 年）…「新しい公共」 
 


































































限りでは、2009 年 9 月 16 日の鳩山内閣発足当日に閣議決定された「基本方針」の十二
項にある「住民参画型社会」98である。 
 





















































































































































内閣府「新しい公共支援事業の実施に関するガイドライン」（2011 年 2 月） 構成99 
1   ガイドラインの目的及び範囲等 
2   定義 
3   支援事業の経緯 
4   支援事業の趣旨 
5   支援事業の実施に当たっての基本コンセプト 
6   支援事業の管理、運営 
7   各事業について 
8   運営委員会 







 「第 173 回国会所信表明演説」に基づき、「『新しい公共』という考え方やその展望を
市民、企業、行政などに広く浸透させるとともに、これからの日本社会の目指すべき方向
性やそれを実現させる制度・政策の在り方などについて議論を行うことを目的」（「『新し




99 項の中にさらなる細目があるが、多数であるため割愛した。また 2011 年 4 月の改訂版では「14 東日
本大震災への対応について」が挿入され、続いて「15 ガイドラインの改正について」とされた。 























































































































イメージがあった」とされるが（秋山 2013:314）、このようにして第 1 期から続く「こ
の国のかたち」を変えていく統治改革としての「新しい公共（空間）」政策言説は、民主
党の「新しい公共」において具体的政策に結びつくまでに体現したと言える。 











104 ただし、菅内閣の「財政運営戦略（平成 22 年 6 月 22 日閣議決定）」において「『新しい公共』の下、
国民のためのサービスを市民、企業、NPO 等が提供していくことは、国民の満足度、幸福度を高める
ことになるとともに、結果として歳出の削減にもつながりうる」（6 ページ）とされたことは、第 4 期を
前にしたロールバック新自由主義の再前景化の兆候とも考えられる。 



































イ 支援対象となる NPO 等の情報開示の実施数 











































共助社会づくり懇談会「共助社会づくりの推進について」（2015 年 3 月） 構成 
はじめに 
１．共助社会とは「新しい公共」を作るために 
２．共助の担い手の取組と課題：8 つの主体・24 の課題 
（1）地域住民 （課題 1～2） 
（2）地縁組織 （課題 3～4） 
（3）NPO 等 （課題 5～7） 
（4）企業 （課題 8～11） 
（5）ソーシャルビジネス （課題 12～14） 
（6）地域金融機関 （課題 15～17） 
（7）教育機関 （課題 18～20） 
（8）行政 （課題 21～24） 
コラム① ボランティアの現状と課題 
コラム② 寄附の現状と課題 
３．目指すべき共助社会の具体的な姿と実現への道筋：3 つの姿・27 の道筋 
（1）つながりの構築 （道筋 1～9） 
（2）地域の活性化 （道筋 10～18） 











































































(2) 自治体戦略 2040 構想研究会「第二次報告」（2018 年）…「新しい公共私」 
 
自治体戦略 2040 構想研究会「第二次報告」（2018 年 7 月） 構成 
Ⅰ 自治体戦略 2040 構想における新たな自治体行政（OS）の基本的方向性 










Ⅳ 自治体戦略 2040 構想の実現に向けて 
 












ムもあるが、それは「第一次報告」（2018 年 4 月）では 3 か所見られたものの「第二次


















り（自治体戦略 2040 構想研究会 2018b:2）115、「自治体戦略 2040 構想研究会運営要綱」
 
110 「公・共・私のベストミックス」という概念は、2040 研究会の委員の 1 人である井手英策が用いて
おり（cf. 井手 2017）、第 3 回会議（2017 年 11 月）の井手の発表で 2040 研究会に紹介されている。 
111 第 32 次地方制度調査会「答申」にも「新しい公共私」に類似するタームがあるが、2040 研究会と
意味内容に大きな変化はないと思われるため、本論文では扱わない。 
112 なお 2040 研究会を所管した総務省自治行政局の局長の山﨑重孝は、刷新研究会において事務局長を
務めている（当時、総務省自治行政局行政体制整備室長）。 
113 「Application Software の略。文書作成・電子メールなど使用者の目的に応じた作業を行うための
ソフトウェア。」（自治体戦略 2040 構想研究会 2018b:2） 
114 「Operating System の略。コンピューター機器のシステム全体を管理・制御するための基本的な
ソフトウェア。アプリケーションは、OS が提供する機能を利用して作動することで、目的に応じた作
業を行うことができる。」（自治体戦略 2040 構想研究会 2018b:2） 










































116 検討内容は「•2040 年頃の自治体が抱える課題の整理 •住み働き、新たな価値を生み出す場である




（自治体戦略 2040 構想研究会 2018b:2）。「2040 年頃の自治体の姿は運命的に与えられ
るものではなく、住民が自らの意思で戦略的に作っていくことができるものである」（自

























































117 この論点は 2 章 7 節中の注で触れた、新自由主義が「対象の側に立ってその特徴を考慮に入れて制
度を構想する必要を感じていない」（重田 2018c:231）という、新自由主義統治の演繹的性向を想起さ
せる。 



















第 5 章 結論――統治性研究アプローチから「新しい公共（空間）」政策言説
を考える 
 





























くは第 1 期をロールアウト新自由主義型言説の形成期（1997 年～）、第 2 期をロールバ
ック新自由主義型言説の隆盛期（2003 年～）、第 3 期をロールアウト新自由主義型言説






















































































































あるのか」（Walters 2012=2016:95–96）ということもその 1 つであろう。このシステム
の「辺境」からの抵抗として、筆者が想起するのが「公契約条例」制定の動向である。 
公契約条例を簡略に説明すれば、2009 年に千葉県野田市で初めて、そして 2018 年ま

























谷区（2014 年 9 月制定、2015 年 4 月施行）は「学識経験者」、「事業者及び労働者団体の代表者」だけ
でなく「区内に住所、勤務先又は通学先を有する者」、「関係行政機関の職員」を「世田谷区公契約適正
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革」『現代思想 2002 年 4 月号』168-169 ページ） 
 
この論文を目にしたのは小泉政権下で「新しい公共空間」が叫ばれていた時期であった
が、それに対する批判や対抗にはこのような問題意識こそ求められるのではないかと考え
たのが本研究の出発点であったように思う。筆者がその後このように統治性研究に踏み入
ることとしたのは、それがその問題意識に適う研究アプローチと思われたからであり、ま
た研究対象を出力された政策や効果ではなく言説―いわば「ソフトな仮面
、、
」――自体とし
たのは、本論文のテーマがその「〝野蛮さ〟の極み
、、
」ばかりではなく、「〝抗いがたさ〟
の深み
、、
」において克服されなければならないと考えたからである。 
本論文は修士論文の増補改訂となるが、この稿をまとめるに際して、博士後期課程の間
に刊行された少なからぬ統治性研究の文献の恩恵を受けることができたと思う一方、本テ
ーマに対しての筆者の力量不足を痛感することも多く、基本的な主張の骨格の部分で後に
生きるものがあることを祈るばかりである。本論文がどれほど読まれるものか定かではな
いが、どなたでも講評いただければ望外の喜びである。 
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